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 各都道府県知事 殿 
 （市町村担当課扱い） 
 

総務省大臣官房地域力創造審議官 
 
 

「定住自立圏構想」推進のための先行的実施団体の募集及び説明会の開催について（依頼） 
 

 6 月 27 日に閣議決定された「基本方針２００８」においては、地方再生の取り組みの一環とし

て、「中心市と周辺市町村が協定により役割分担する『定住自立圏構想』の実現に向けて、地方都

市と周辺地域を含む圏域ごとに生活に必要な機能を確保し人口の流出を食い止める方策を、各府

省連携して講ずる」こととされ、また、その具体的手段として、「定住自立圏構想をプラットフォ

ームとして、今年度から地方公共団体と意見交換しながら具体的な圏域形成を進めるとともに、

各府省連携して支援措置等を講ずる」こととされています。 
総務省としては、定住自立圏の形成に、先行して取り組んでいただける市町村（先行的実施団

体）を募集し、ともに議論を深めながら、具体的な仕組みづくりの検討に取り組みたいと考えて

います。 
つきましては、圏域形成に、先行して取り組んでいただける市町村を下記のとおり募集します。 
あわせて、定住自立圏構想について地方公共団体の皆様に幅広くご理解をいただくため、本構

想の説明会を下記のとおり開催します。 
各都道府県市町村担当課におかれては、都道府県内市町村への周知及びとりまとめをよろしく

お願いします。 
 

記 
 
１ 先行的実施団体の募集について 
 
（１）対象団体 

次の市町村のうち、遅くとも平成２１年度内に、定住自立圏を形成する協定の締結を目指

す団体 
・「定住自立圏構想研究会報告書～住みたいまちで暮らせる日本を～」（平成 20 年 5 月 15 日 

定住自立圏構想研究会）における定住自立圏の中心市となろうとする市 
・同報告書における定住自立圏の周辺市町村となろうとする市町村 

 
（２）提出方法 



別紙様式１により、都道府県内の市町村からの応募についてとりまとめのうえ、電子メー

ルにて teijyu-jiritsu@soumu.go.jp 宛に提出願います。 
 

（３）先行的実施団体 
   応募をいただいた団体の中から、協定による取り組みを目指す内容、関係市町村間の調整

状況などを考慮しながら、先行的実施団体を決定してご連絡します。 
 
（４）検討内容 

圏域形成のために締結する協定に盛り込むべき内容、協定の締結に係る手続き、圏域の考

え方等について、先行的実施団体における具体的なケースをもとに検討を行います。 
 
（５）応募の締切 
  平成２０年８月２９日（金） 

 
 
２ 「定住自立圏構想」説明会の開催について 
 
（１）開催日時・場所 
会 場 名 日  時 場  所 想定参加対象 

宮城会場 平成 20 年 8 月 1 日(金) 
14：00～15：30 

宮城県自治会館 
仙台市青葉区上杉 1-2-3 

北海道、青森県、岩手県、

宮城県、秋田県、福島県 

富山会場 平成 20 年 8 月 11 日(月) 
14：00～15：30 

高志会館 
富山市千歳町 1-3-1 

新潟県、富山県、石川県、

福井県、長野県 

愛知会場 平成 20 年 8 月 21 日(木) 

14：00～15：30 

愛知県自治センター12 階大会議室 

名古屋市中区三の丸 3-1-2 

静岡県、岐阜県、愛知県、

三重県 

京都会場 平成 20 年 7 月 24 日(木) 
14：00～15：30 

京都府公館レセプションホール 
京都市上京区烏丸通一条下る龍前

町 590－1 

滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県

岡山会場 平成 20 年 7 月 25 日(金) 
14：00～15：30 

岡山県立美術館ホール 
岡山市天神町 8-48 

鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県、徳島県、

香川県、愛媛県、高知県 

佐賀会場 平成 20 年 8 月 22 日(金) 
14：00～15：30 

若楠会館 
佐賀市城内 1-3-13 

福岡県、佐賀県、長崎県、

熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県 

東京会場 平成 20 年 8 月 19 日(火) 
14：00～15：30 

中央合同庁舎第 2 号館地下 2 階講堂

千代田区霞が関 2-1-2 
上記以外 

 

※ 対象となっている会場での参加が困難な場合は、東京会場など他会場での参加も可能です。 

mailto:teijyu-jiritsu@soumu.go.jp


 
（２）対象者 
  ・市町村長、副市町村長 

・その他の市町村の職員 
・都道府県の職員 

 
（３）提出方法 

別紙様式２により、都道府県内の市町村及び都道府県の職員の出席希望をとりまとめのう

え、電子メールにて teijyu-jiritsu@soumu.go.jp 宛に提出願います。 
 
（４）参加希望の締切 

 平成２０年７月１８日（金） 
  
 
〈参考資料〉 
資料１ 経済財政改革の基本方針２００８（抜粋） 
資料２ 定住自立圏構想研究会報告書（概要） 
資料３ 定住自立圏構想研究会報告書～住みたいまちで暮らせる日本を～ 
資料４ 定住自立圏構想の概要 
 

 
（担当） 

総務省地域力創造グループ地域自立応援課 
                       黒野課長補佐、村岡課長補佐、岡田事務官 
                       e-mail：teijyu-jiritsu@soumu.go.jp 
                       直通 ：03-5253-5391（直通） 
                       FAX ：03-5253-5537 
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（別紙様式１）
担当者　　　　　　　　　　 連絡先（メールアドレス）　　　　　　　　　　　　　　　 連絡先（電話）　　　　　　　       

中心市 周辺市町村
定住自立圏の構成団体の想定

協定による取り組みを目指す内容 関係市町村間の調整状況 応募団体の担当連絡先

都道府県担当部署　　　　　　　　　　　　　

都道府県名

※　応募市町村の団体名には、下線を付してください。
※　複数の圏域を記入する場合は、行を挿入してください。
※　セルを結合・分割等されないようお願いいたします。



（別紙様式２）
担当者　　　　　　　　

団体名 所属・役職 氏名 連絡先 属性

都道府県担当部署　　　　　　　　　　　　　　 連絡先（メールアドレス）　　　　　　　　　　　　　　　　　 連絡先（電話）　　　　　　　     　　　　　　  

※　行が足りない場合は挿入してください。
※　セルを結合・分割等されないようお願いいたします。

会場名
参加者

備考都道府県名
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